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風況予測およびそれに基づく賦存量評価，発電出力予測は風力開発にとって欠かせない技術である．

しかし，日本においては地形が複雑であるため，従来ヨーロッパで開発されている線形モデルを用いた場

合に予測精度が低下する問題があり，複雑地形中に適用可能な非線形風況予測モデルの開発が求めら

れている．また，従来広く行われている風況予測は現地観測データに基づくものであり，観測地点の代表

性に起因する問題や風況の統計値を得るためには最低 1 年間の風観測が必要であるという問題がある．

この問題を解決するために，現地観測を用いない風況予測手法が必要とされてきたが，複雑地形に適用

した場合に予測時間と精度の面で多くの問題が残されている．さらに，電力系統運用のためのリアルタイム

発電出力予測に対しては，地形の複雑性の問題に加え，従来の発電出力予測モデルではパラメータの学

習時間スケールとして季節変動等の長期の時間スケールのみが考慮されていたため，風車の停止等の短

時間変動を考慮できないという問題もある． 

本論文はこれらの問題点を解決することを目的とし，第 1 章の序論では，日本における風力開発を取り

巻く環境を概説するとともに，従来ヨーロッパやアメリカで開発された風況および発電量予測手法に関する

詳細なレビューを行い，これらの手法を日本に適用する際の問題点について述べると共に，本論文の目

的と構成について記述した． 

第 2 章では複雑地形中における局地的な地形を考慮した風況予測手法の提案および風洞実験と現地

観測に基づく検証について述べている．数値流体力学に基づく非線形風況予測モデルを開発し，実地形

上の流れ場を解析する際に必要な境界処理手法を提案した．そして大規模線形連立方程式の数値解法

について詳細な比較検討を行い，複雑地形上の流れの解析に適した数値解法を提案した．最後に実地

形模型を用いた大型風洞実験結果と現地観測に基づき，本研究で開発した境界処理手法と数値解法の

有効性を検証した． 

第 3 章ではメソスケール気象モデルにより，地域風況予測を行う手法について述べている．地形の影響

がない洋上においてメソスケール気象モデルを用いて風況予測を行い，実測データと比較することによりメ

ソスケール気象モデルを利用した地域風況予測の可能性及びその予測精度を実証すると共に，複雑地

形上の風況予測にメソスケール気象モデルを適用した際の問題点を明らかにした． 

第 4 章では第 3 章で述べた問題点を解決し，複雑地形上における現地観測によらない風況予測手法を

提案した．第 2 章で提案した局所的な地形を考慮する風況予測手法と，第 3 章で提案したメソスケール気

象モデルによる地域風況予測とを組み合わせることにより，「力学統計的局所化手法」と呼ばれる新しい

風況予測手法を提案した．青森県竜飛岬における現地観測データにより提案した手法の検証を行うととも

に，従来の風況予測手法と比較することにより，その問題点を明らかにした． 

第 5 章ではリアルタイム発電出力予測手法の提案と現地観測に基づく検証について述べている．第 4

章までに提案した力学統計的局所化に基づくダウンスケールを実施し，物理モデルにより発電出力の予

測誤差のバイアス成分を低減させることができることを示した．またオンライン観測データと物理モデルによ

る予測を組み合わせることにより短期予測誤差の分散成分を低減させた．さらに学習時間に関してマルチ

タイムスケールモデルを提案することにより，風力発電設備の停止を考慮した出力予測を可能にした． 

第 6 章は本論文の結論であり，第 5 章までに得られた結論をまとめるとともに，今後の課題に言及してい

る． 



 以上のように本論文では日本における複雑地形に適用可能な非線形風況予測モデルを開発し，従来の

線形モデルと比較し，複雑地形中の風況予測の精度を向上させた．また力学統計的局所化手法を提案

することにより，従来最低 1 年間の現地観測が必要であった風況予測を現地観測を行わずに１週間程度

で完了させることを可能にした．さらに，風力発電出力のリアルタイム予測には，本研究で提案された風況

予測手法を適用し，複雑地形中での高精度な発電出力予測を実現するとともに，マルチタイムスケールモ

デルを提案することにより，風車の運転状況を考慮した発電出力予測手法を可能にした． 

本論文で開発された風況予測手法は，従来の気象学的手法と風工学的手法の問題点を解決し，新し

い発想で融合させることにより，欧米と比較して地形が急峻なわが国の局所的風況の予測精度を向上させ

た．本論文の成果は風力発電だけでなく，強風災害や風環境に関わる幅広い活用が期待される．よって

本論文は博士（工学）の学位請求論文として合格と認める． 


